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現下の雇用経済情勢等を踏まえた価格転嫁及び賃金引上げの御検討等に

ついて（要請） 

 

 

時下、ますます御清祥のこととお喜び申し上げます。 

 

長野県内における消費者物価指数は、令和 5 年６月時点で長野市におい

て、総合指数は、2020 年（令和２年）を 100 として 106.2 となり、前

月比は 0.2％下落しました。また、前年同月比は 3.1％上昇し、22 か月

連続で前年同月を上回りました。生鮮食品を除く総合指数は 106.0 とな

り、前月比は 0.2％下落しました。また、前年同月比は 3.1％上昇し、23 

か月連続で前年同月を上回りました。 

また、長野県内における雇用情勢については、令和５年６月時点で有効

求人倍率が１．４４倍になるなど求人数が求職数を上回るいわゆる人手不

足の現状にあります。 

このような現下の物価高や人手不足等を背景として、本年の長野県内に

おける春闘においては、1998 年以来、25 年ぶりに平均妥結額が 7000 円

を超えるなど、高い水準の賃金の引上げがなされたところです。 

長野県におきましては、令和４年 12 月 27 日に、経営者団体、労働団

体、国、市長会、町村会及び長野県が相互連携し、「価格転嫁と賃上げを促

し地域経済の活性化に取り組む共同宣言」を発出し、価格転嫁・賃上げを

推進する取組の促進を行うこととしております。 

企業の皆様方におかれては、現下の県内における物価、雇用経済の状況

や共同宣言の趣旨等を御理解いただくとともに、国や地方自治体における

賃金の引上げに係る各種の支援措置等（別添参照）を御活用いただくこと

により、本年のみならず、今後においても賃金の引上げを含めた労働環境

整備の実現について御検討を行っていただくようお願い申し上げます。 

また、その際には、非正規雇用労働者について、正規雇用労働者との間

の不合理な待遇差を禁止する同一労働同一賃金の観点を踏まえた対応に

取り組んでいただきますようお願い申し上げます。 

なお、企業間取引を行う企業の皆様方におかれては、相手方企業におけ

る労務費改善の観点からの価格転嫁の必要性にも御留意いただきますよ

うお願い申し上げます。 
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